
令和５・６年度宇城市工事入札参加者資格審査における格付基準 

１ 等級区分の資格要件 

（１）総合点数の基準 

 格付に当たっては、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３に規

定する経営事項審査の結果における総合評点（以下「経営事項評価点数」という。）

に、２に規定する技術事項等評価項目及び数値により算出した技術事項等評価点数

を加えた総合点数（以下「総合点数」という。）に応じて、次に定める基準に基づき

それぞれの等級に格付けするものとする。 

ただし、この場合において（２）から（５）までに規定する要件を満たしていな

ければならない。 

   なお、前回格付けされた等級から２等級以上上位に変動する場合は、１等級まで

に止めるものとする。 

   また、前回格付を受けていない業種については、最も下位の等級に格付けするも

のとする。 

 

等級 土木一式工事 建築一式工事 ほ装工事 

Ａ ９５０点以上 ９００点以上 ８００点以上 

Ｂ ７５０点以上 ９００点未満 ８００点未満 

Ｃ ５５０点以上   

Ｄ ５５０点未満   

（２）建設業許可の種類 

   土木一式工事Ａ等級、建築一式工事Ａ等級にあっては、特定建設業の許可を有す

ること。 

（３）平均完成工事高（経営審査２年又は３年平均完成工事高） 

等級 土木一式工事 建築一式工事 ほ装工事 

Ａ １億円以上 ４千万円以上 ３千万円以上 

Ｂ ２千万円以上   

※２年又は３年平均完成工事高が無い場合は、最も下位の等級に格付けする。 

（４）１級技術者数 

等級 土木一式工事 建築一式工事 ほ装工事 

Ａ ３人以上 １人以上 １人以上 

（５）自己資本額 

等級 土木一式工事 建築一式工事 ほ装工事 

Ａ ４千万円以上 ４千万円以上 １千万円以上 

 



２ 技術事項等評価項目及び数値 

（１）工事成績（宇城市発注の元請工事） 

  ・令和３年４月から令和５年３月までの工事成績評点の平均点（格付工事別、競争

入札分）により加点するもの  

工事成績の平均点 点 数 備 考 

８５点以上 ５０点 ただし、件数１件の場合は３０点 

８０点～８５点未満 ３０点 ただし、件数１件の場合は２０点 

７５点～８０点未満 １０点 ただし、件数１件の場合は５点 

（２）経営事項審査における工事の平均完成工事高 

  ・格付工事別により加点するもの。 

工 事 金 額 点 数 

１００，０００千円以上 ２５点 

１００，０００千円未満～５０，０００千円以上 ２０点 

５０，０００千円未満～２０，０００千円以上 １５点 

（３）技術者の保有状況（令和５年４月１日現在の技術職員数・格付け工事別） 

  ・令和５年４月１日現在の技術職員数（１級+２級）により加点するもの。 

技術職員数 点 数 

８人以上 ３０点 

４人以上８人未満 ２０点 

２人以上４人未満 １０点 

※技術職員数２人未満については加点しない。 

（４）舗装施工管理技術者 

  ・令和５年４月１日現在の技術職員数により加点するもの。 

区  分 点 数 

１級舗装施工管理技術者 １人につき５点 

２級舗装施工管理技術者 １人につき２点 

※舗装工事の格付けのみを対象とする。 

（５）宇城市発注工事優良工事状況 

  ・令和３年４月から令和５年３月までの優良工事（格付工事別、競争入札分）によ

り加点するもの。 

区  分 点 数 

工事成績８５点以上 ２０点 

工事成績８０点以上８５点未満 １０点 

※工事（入札によるもの）全てを対象とし、上限を１００点とする。 



（６）宇城市発注工事粗雑工事状況 

  ・令和３年４月から令和５年３月までの粗雑工事（格付工事別、競争入札分）によ

り減点するもの。 

区 分 点 数 

工事成績６５点未満 １件当たり△２５点 

工事成績６０点未満 １件当たり△３５点 

（７）信用の度合 

区 分 点 数 

令和３年４月から令和５年３月までの間に

おける指名停止 
１月当たり△２０点 

   ※１月未満の端数は１月で算定する。 

（８）SDGｓ登録状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 点 数 

熊本県 SDGｓ登録制度に登録されている者 １０点 

（９）宇城市表彰状況 

 ・令和３年４月から令和５年３月までの間における下記表彰に対し加点するもの。 

区 分 点 数 

宇城市優良工事表彰を受けた者 表彰 1 件につき 2０点 

宇城市優良若手技術者及び女性技術者表彰を

受けた者 
表彰 1 件につき 10 点 

（10）ブライト企業の認定状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 点 数 

ブライト企業に認定されている場合 20 点 

（11）社会的貢献度 

（ア）身体障害者の雇用状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 点 数 

障害者を１人以上雇用している場合 10 点 

※「（10）ブライト企業の認定状況」において加点されている場合は、加点しない。 

（イ）保護観察者の協力雇用主（令和５年４月１日現在） 

区 分 点 数 

保護観察者の協力雇用主の登録を行ってい

る者 
１０点 

 



（ウ）防災活動協定の締結（令和５年４月１日現在） 

区 分 点 数 

市と災害協定を締結している団体に加入し

ている者 
１０点 

（エ）男女共同参画の推進状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 点 数 

就業規則において育児休業制度及び介護休業

制度の両制度を設けている場合 
１０点 

※「（10）ブライト企業の認定状況」において加点されている場合は、加点しない。 

（オ）宇城市消防団員（令和５年４月１日現在） 

区 分 点 数 

加入団員数 団員数１人につき２点 

※上限を１０名までとする。 

 

（カ）宇城市消防団協力事業所の認定 

区 分 点 数 

宇城市消防団協力事業所として認定を受け、表

示証の交付を受けている者 
１０点 

 

 （キ）新規学卒者等の雇用及び定着の状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 点 数 

学校教育法に規定する学校又は専修学校を、令和元

年度から令和３年度までの間に卒業した者を採用し

６ヵ月を超えて常用雇用 

または、３５歳未満の者を採用し３年以上継続して

雇用 

１人につき４点 

（ク）不当要求防止責任者講習の受講状況 

区 分 点 数 

平成３０年１月１日から令和４年１２月３１日まで

の間に従業員若しくは役員に暴力団による不当な行

為の防止等に関する法律に基づく不当要求防止責任

者講習を受講させた実績のある者 

１０点 

 

附 則 

この格付基準は、令和５年７月１日から施行する。 


